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市
で
は
、
市
民
の
皆
さ
ん
に
よ
り
一
層
、
市
政
に
対
す
る
理
解
と
関
心

を
深
め
て
い
た
だ
く
た
め
、
定
期
的
に
市
の
財
政
状
況
を
公
表
し
ま
す
。

今
回
は
、
平
成　

年　

月
１
日
か
ら
平
成　

年
３
月　

日
ま
で
の
半
年
間

１７

１０

１８

３１

の
予
算
執
行
、
基
金
、
地
方
債
の
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

●
予
算
の
補
正
な
ど
の
状
況

明
智
小
体
育
館
建
設
、 

串
原
小
中
耐
震
補
強
な
ど

平
成　

年
度
下
半
期
の
予
算
の
状

１７

況
を
表
１
に
ま
と
め
ま
し
た
。
下
半

期
で
は
一
般
会
計
は
８
７
４
１
万
円

を
減
額
、
特
別
会
計
は
２
億
２
２
９

３
万
円
を
増
額
す
る
補
正
を
行
い
ま

し
た
。
総
額
で
は
一
般
会
計
が
２
８

１
億
１
１
５
３
万
円
、
特
別
会
計
は

合
計
で
１
８
８
億
２
４
１
１
万
円
、

企
業
会
計
は
５
７
億
９
３
６
７
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

補
正
予
算
の
主
な
内
訳

　

月
に
は
一
般
会
計
で
山
岡
、
串

１２
原
振
興
事
務
所
の
移
転
に
伴
う
整
備

経
費
７
１
１
８
万
円
を
増
額
す
る
一

方
で
、
ご
み
処
理
施
設
整
備
事
業
を

１
年
間
で
行
う
予
定
で
し
た
が
、
２

年
間
で
行
う
こ
と
と
し
、
次
年
に
行

う
予
算
額
９
９
８
０
万
円
を
減
額
し

ま
し
た
。
特
別
会
計
で
は
国
民
健
康

保
険
特
別
会
計
の
事
業
勘
定
で
保
険

給
付
費
に
１
億
０
１
２
３
万
円
、
基

金
積
立
金
に
１
億
０
８
０
０
万
円
を

増
額
し
ま
し
た
。

３
月
に
は
一
般
会
計
で
明
智
小
学

校
体
育
館
建
設
事
業
に
３
億
１
４
８

０
万
円
、
串
原
小
中
学
校
耐
震
補
強

事
業
に
３
６
９
０
万
円
を
補
正
し
ま

し
た
。
ま
た
地
域
振
興
基
金
の
積
立

て
を
５
億
円
減
額
し
た
ほ
か
、
各
種

事
業
の
完
了
に
よ
る
精
算
を
し
ま
し

た
。
特
別
会
計
で
は
公
共
下
水
道
事

業
特
別
会
計
の
建
設
事
業
で
本
年
度

事
業
の
完
了
に
よ
る
精
算
で
７
６
８

８
万
円
を
減
額
し
ま
し
た
。

な
お
、
こ
の
予
算
額
か
ら　

年
度

１８

へ
繰
り
越
し
て
執
行
す
る
「
繰
越
明

許
費
」
が
一
般
会
計
で
９
億
１
３
３

５
万
円
、
簡
易
水
道
事
業
特
別
会
計

で
１
２
２
０
万
円
、
公
共
下
水
道
事

業
特
別
会
計
で
１
億
４
６
０
１
万

平
成　

年
度

１７下
半
期
の
財
政
公
表

市の家計簿公表

一般会計・特別会計で

予算の７８.４％を支出済み

表１　補正の状況（平成１８年３月３１日現在）
　合　　計補正額既決予算額内     訳
２８１億１,１５３万円△８,７４１万円２８１億９,８９４万円一般会計
１８８億２,４１１万円２億２,２９３万円１８６億０,１１８万円特別会計

１,９６９万円△３１１万円２,２８０万円交通災害共済事業特別会計
４７億３,８２５万円２億３,０６５万円４５億０,７６０万円国民健康保険特別会計（事業勘定）
７億５,１７０万円△２１７万円７億５,３８７万円国民健康保険特別会計（施設勘定）
５８億２,４０３万円１億３,７００万円５６億８,７０３万円老人保健医療特別会計
３６億０,９２７万円△１９１万円３６億１,１１８万円介護保険特別会計
１１億０,９０２万円△３,９０８万円１１億４,８１０万円簡易水道事業特別会計
２億６,２３８万円△１,１２７万円２億７,３６５万円農業集落排水事業特別会計
７,０１６万円５４５万円６,４７１万円駐車場事業特別会計

１億１,９３０万円１,６０２万円１億０,３２８万円温泉事業特別会計
２３億１,８３１万円△１億０,８６５万円２４億２,６９６万円公共下水道事業特別会計

５０万円０円５０万円遠山財産区特別会計
１５０万円０円１５０万円上財産区特別会計

５７億９,３６７万円△４,６２７万円５８億３,９９４万円企業会計  
９億２,１５０万円△２,２５５万円９億４,４０５万円収益的収入水道事業会計  

６億３,８９０万円△１,９９０万円６億５,８８０万円資本的支出
３６億２,５５８万円△３８２万円３６億２,９４０万円収益的収入病院事業会計
１億４,４１６万円０円１億４,４１６万円資本的支出
４億３,４９０万円０円４億３,４９０万円収益的収入介護老人保健

施設事業会計 ２,８６３万円０円２,８６３万円資本的支出
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表２  予算の執行状況（３月３１日現在）　※企業会計現計予算は、収益的収支は歳入、資本的収支は歳出を計上。率もこれに対する割合
支出率支出済額収入率収入済額現計予算額内     訳
７３.８％２０７億４,７０７万円８3.２％２３３億８,０１４万円２８１億１,１５３万円一般会計
８５.２％１６０億４,３９２万円７１.７％１３４億９,３３７万円１８８億２,４１１万円特別会計
７５.２％１,４８１万円７５.４％１,４８５万円１,９６９万円交通災害共済事業特別会計
９１.０％４３億１,０９３万円８２.８％３９億２,２０７万円４７億３,８２５万円国民健康保険特別会計（事業勘定）
９１.８％６億９,０３２万円６８.１％５億１,１６３万円７億５,１７０万円国民健康保険特別会計（施設勘定）
９０.８％５２億９,０１８万円８５.８％４９億９,７６６万円５８億２,４０３万円老人保健医療特別会計
８７.１％３１億４,４２６万円７６.８％２７億７,３４５万円３６億０,９２７万円介護保険特別会計
６９.７％７億７,２８８万円３０.５％３億３,８０２万円１１億０,９０２万円簡易水道事業特別会計
８０.0％２億１,００２万円５０.１％１億３,１４４万円２億６,２３８万円農業集落排水事業特別会計
９５.6％６,７１０万円９５.２％６,６８２万円７,０１６万円駐車場事業特別会計
８３.０％９,９０３万円９１.１％１億０,８６９万円１億１,９３０万円温泉事業特別会計
６２.３％１４億４,３２０万円２７.０％６億２,６５４万円２３億１,８３１万円公共下水道事業特別会計
４８.0％２４万円６６.0％３３万円５０万円遠山財産区特別会計
６３.３％９５万円1２４.７％１８７万円１５０万円上財産区特別会計
９０.６％５２億５,１０５万円８７.０％５０億３,９７６万円５７億９,３６７万円企業会計※
―８億１,９００万円９８.３％９億０,５９１万円９億２,１５０万円収益的収支水道事業会計  

９０.２％５億７,６２１万円―２億９,３５２万円６億３,８９０万円資本的収支
―３２億９,５１６万円９０.９％３２億９,５９４万円３６億２,５５８万円収益的収支病院事業会計
７８.３％１億１,２８６万円―１億０,１２９万円１億４,４１６万円資本的収支
―４億１,９１９万円９７.５％４億２,４０８万円４億３,４９０万円収益的収支介護老人保健

施設事業会計 １００.０％２,８６３万円―１,９０２万円２,８６３万円資本的収支

円
、
上
水
道
事
業
で
６
８
３
万
円
あ

り
、
ま
た
一
般
会
計
の
継
続
費
の
う

ち
４
２
２
２
万
円
は 
逓  
次 
繰
越
と
し

て
い 
じ

て
、　

年
度
の
予
算
と
合
わ
せ
て
こ

１８

の
金
額
を
執
行
す
る
こ
と
と
な
り
ま

す
。

●
予
算
の
執
行
状
況

一
般
会
計
は 

　

・
２
％
が
収
入
済
み

８３一
般
会
計
で
は
、
収
入
率
は　

・
８３

２�
、
支
出
率
は　

・
８�
、
特
別

７３

会
計
合
計
で
は
、
収
入
率
は　

・
７

７１

�
、
支
出
率
は　

・
２�
と
な
っ
て

８５

い
ま
す
。（
表
２
）

一
般
会
計
・
特
別
会
計
と
も
、「
出

納
整
理
期
間
」
の
４
月
―
５
月
に
も

出
し
入
れ
を
行
い
ま
す
が
、
３
月
の

時
点
で
は
、
工
事
代
金
が
ま
だ
支
払

い
を
し
て
い
な
か
っ
た
り
、
こ
れ
に

伴
う
国
の
補
助
金
や
地
方
債
が
借
り

入
れ
を
し
て
い
な
か
っ
た
り
す
る
た

め
、
収
入
率
・
支
出
率
も
低
く
な
っ

て
い
ま
す
。

 
企
業
会
計
で
は
、
一
般
の
民
間

企
業
と
同
様
に
年
度
末
の
３
月　

日
３１

が
収
入
支
出
の
期
限
と
な
る
た
め
、

水
道
事
業
会
計
の
収
益
的
収
入
は
、

水
道
料
金
な
ど
で　

・
３�
の
収
入

９８

率
と
な
っ
て
い
ま
す
。
資
本
的
支
出

も
拡
張
工
事
な
ど
で
、　

・
２�
の

９０

支
出
率
と
な
っ
て
い
ま
す
。
同
様

▲定住人口を確保するため住宅など住み良い環境を整備（滝坂住宅団地、明智町滝坂地内）
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に
、
病
院
事
業
で
は
、
収
益
的
収
入

が　

・
９�
、
資
本
的
支
出
が　

・

９０

７８

３�
、
介
護
老
人
保
健
施
設
事
業
で

は
、
収
益
的
収
入
が　

・
５�
、
資

９７

本
的
支
出
が　

・
０�
と
な
っ
て
い

１００

ま
す
。

●
市
債
と
基
金

市
民
一
人
当
た
り　

万
１００

３
千
円
の
市
債
残
高

市
債
の
状
況
を
表
３
に
ま
と
め
ま

し
た
。
３
月　

日
現
在
の
借
入
残
高

３１

は
一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
企
業
会

計
ま
で
合
わ
せ
て
５
６
５
億
３
５
８

６
万
円
、
市
民
一
人
当
た
り
で
は
１

０
０
万
３
２
９
８
円
と
な
っ
て
い
ま

す
。（
こ
の
借
金
の
返
済
の
う
ち
、

お
お
よ
そ
半
分
は
国
が
交
付
税
と
し

て
手
当
て
を
す
る
約
束
と
な
っ
て
お

り
、
実
際
の
市
の
負
担
は
半
分
と
な

り
ま
す
。）

基
金
は
、
３
月　

日
現
在
で
３
２

３１

億
８
８
０
９
万
円
の
財
政
調
整
基

金
、
２
億
９
３
７
０
万
円
の
減
債
基

金
の
ほ
か
、
７
億
３
８
９
９
万
円
の

公
共
施
設
整
備
基
金
、
９
億
６
４
５

９
万
円
の
市
民
の
ま
ち
づ
く
り
基

金
、
９
億
３
６
７
２
万
円
の
地
域
福

祉
基
金
な
ど
一
般
会
計
分
の
積
み
立

て
る
基
金
で
７
８
億
４
９
５
５
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

運
用
す
る
基
金
と
し
て
、
公
共
事

業
用
地
の
先
行
取
得
を
行
う
土
地
開

発
基
金
や
奨
学
資
金
を
貸
し
付
け
る

奨
学
資
金
貸
与
基
金
が
あ
り
、
土
地

代
金
や
貸
付
金
を
含
め
、
運
用
基
金

総
額
は
１
１
億
４
７
０
６
万
円
と
な

り
ま
し
た
。

特
別
会
計
、
企
業
会
計
ま
で
含
め

た
基
金
総
額
は
、
１
０
９
億
４
５
６

８
万
円
と
市
民
一
人
当
た
り
１
９
万

４
２
４
５
円
と
な
り
ま
す
。

●
一
般
会
計
収
入
・
支
出
の
状
況

一
般
会
計
支
出
率
は 

　

・
８
％

７３市
税
収
入
は
、
予
算
額
に
対
し
て

９
９
・
７�
と
ほ
ぼ
予
算
ど
お
り
納

入
さ
れ
て
い
ま
す
。
株
式
譲
渡
所
得

割
交
付
金
や
国
庫
支
出
金
、
市
債
な

ど
は
、
４
月
以
降
に
納
入
さ
れ
る
た

め
、
非
常
に
低
い
収
入
率
と
な
っ
て

い
ま
す
が
、
ほ
ぼ
予
算
額
ど
お
り
納

入
さ
れ
る
見
込
み
で
す
。

歳
出
に
つ
い
て
は
、
借
金
の
返
済

（
公
債
費
）や
給
料
な
ど
毎
月
決
ま
っ

て
支
出
す
る
も
の
は
、
支
出
率
も
高

く
な
っ
て
い
ま
す
が
、
建
設
事
業
な

ど
を
多
く
持
っ
て
い
る
土
木
費
や
衛

生
費
の
支
出
は
低
く
な
っ
て
い
ま

す
。
民
生
費
は
国
民
健
康
保
険
や
老

人
保
健
医
療
、
介
護
保
険
事
業
な
ど

も
、
支
払
い
が
遅
れ
る
た
め
、
支
出

率
が
低
く
な
っ
て
い
ま
す
。（
表
４
・

５
）

□
問
い
合
わ
せ　

財
務
課
財
政
係�

２
６
―
２
１
１
１
（
内
線
３
５
２
）

表３　市債と基金の状況（３月３１日現在）
��������

３５１億６,３０５万円一般会計
１６８億３,６８４万円特別会計
３億３,４８８万円国民健康保険（施設勘定）
４億３,１６８万円介護保険（サービス事業勘定）
６８億４,６３８万円簡易水道事業
２５億６,９４３万円農業集落排水事業
３億１,１４８万円駐車場整備事業
６３億４,２９９万円下水道事業
４５億３,５９７万円企業会計
２１億４,８１２万円水道事業
１５億６,２９０万円病院事業
８億２,４９５万円老人保健施設

５６５億３,５８６万円市債総計

借金は市民１人当たり約１００万３千円
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９５億４,２９５万円積み立てる基金
７８億４,９５５万円＜一般会計に属する基金＞
３２億８,８０９万円財政調整基金
２億９,３７０万円減債基金
７億３,８９９万円公共施設整備基金
９億６,４５９万円市民のまちづくり基金
９億３,６７２万円地域福祉基金
１６億２,７４６万円その他の基金
１６億９,３４０万円＜特別会計に属する基金＞
７億７,０１４万円国民健康保険給付基金
９億２,３２６万円その他の基金
１１億４,７０６万円運用する基金
９億５,６１７万円土地開発基金 
１億５,１９８万円奨学資金貸与基金
２,２８６万円家畜貸与基金
１,６０５万円高額療養費貸与基金

２億５,５６７万円企業会計の基金
１億７,０６７万円水道事業

４００万円病院事業
８,１００万円老人保健施設

１０９億４,５６８万円基金総計

預金は市民１人当たり約１９万４千円

市の家計簿公表

※市民一人当たりの額は、３月３１日現在の住民基本台帳の人口５６,３５０人（外国人を除く）で計算しています。
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表４　一般会計の収入状況（３月３１日現在）
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9９.７％６３億９,５７８万円６４億１,６４０万円市税
８３.８%５億０,４５２万円６億０,２４１万円地方譲与税
８２.５%２,７３９万円３,３２０万円利子割交付金
１０７.６%８８９万円８２６万円配当割交付金
0.８%５万円６４２万円株式譲渡所得割交付金

１００.0%５億２,３１６万円５億２,３１６万円地方消費税交付金
７７.５%１億２,３６１万円１億５,９５８万円ゴルフ場利用税交付金
６２.３%１億３,９８９万円２億２,４７０万円自動車取得税交付金
１００.0%１億９,７７５万円１億９,７７５万円地方特例交付金
９９.８%８９億７,０６６万円８９億８,５３７万円地方交付税
７７.２%４７１万円６１０万円交通安全対策特別交付金
８８.８%３億４,３７９万円３億８,７２５万円分担金・負担金
９７.４%６億６,９１７万円６億８,６７２万円使用料・手数料
２７.４%５億５,８３５万円２０億４,０１４万円国庫支出金
４７.９%１０億０,２８８万円２０億９,５４６万円県支出金
１１０.２%２億３,２２２万円２億１,０７４万円財産収入
５３.８%１,７０１万円３,１６２万円寄付金
７３.5%３億６,０３３万円４億９,０２４万円繰入金
１００.0%１５億７,２２９万円１５億７,２２９万円繰越金
８７.５%５億９,７０９万円６億８,２３２万円諸収入
４１.１%１１億３,０６０万円２７億５,１４０万円市債
８3.２%２３３億８,０１４万円２８１億１,１５３万円合計

表５　一般会計の支出状況（３月３１日現在）
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9７.２%２億４,７６９万円２億５,４７２万円議会費
７１.６%３５億７,３６２万円４９億９,２９４万円総務費
７１.７%３６億６,９５９万円５１億１,９５０万円民生費
７１.５%２３億７,７９５万円３３億２,６３７万円衛生費
１００.０%５,４５０万円５,４５２万円労働費
７３.０%１４億０,２７６万円１９億２,０５４万円農林水産業費
９０.２%３億５,６６７万円３億９,５２１万円商工費
５０.１%１８億０,８２４万円３６億１,２６８万円土木費
９１.８%８億６,６６０万円９億４,４４２万円消防費
７２.９%２６億６,３９６万円３６億５,６７１万円教育費
５６.９%５,４８０万円９,６３５万円災害復旧費
９８.９%３６億７,０６９万円３７億１,２６５万円公債費
0.0%０２,４９２万円予備費
７３.８%２０７億４,７０７万円２８１億１,１５３万円合計

なぜ、なに
財政の解説

特別会計・企業会計ってなに？

　企業会計は、地方公営企業法の適用を受け
る会計で、水道事業、下水道事業、病院事業な
ど主として事業運営のための経費を事業運営
に伴う収入をもって賄っている事業（独立採
算を原則とする事業）がこれに属します。
　特別会計は、特定の歳入歳出を一般の歳入
歳出とは区別して経理する必要がある場合に
設けています。
地方交付税はどういう税金？

　国に収める税金のうち、所得税、法人税、酒
税、消費税、たばこ税の一定割合を財源とし、
県・市町村へ交付されるお金。各市町村の人
口規模などに応じて必要な経費を算定し、税
収が低いことなど経費に必要な財源が不足す
る場合に交付されます。
借金はなぜするのですか？

　地方債（借金）は、道路や建物など大きな
費用が必要な場合に借り入れており、単に赤
字を補う借り入れはできません。年度間の負
担のバランスをとり、道路・施設などを利用す
る皆さん、つまりサービスを受ける皆さんの
税金で返済することで公平性を確保していま
す。
交付税で手当てをする借金はどういうもの？

　過疎地域を支援する事業や合併に伴う事業
などに借り入れた地方債（借金）には、返済
金（元利償還金）を地方交付税で手当てする
ものがあります。たとえば、合併特例債は、
返済金の７０�が交付税の対象となります。
繰越事業は、どういうときに繰り越す？

　予算の執行は、その年度内の支出にはその
年度内の収入を充てるのが原則ですが、災害
復旧事業など年度内に事業が完了できない場
合には、年度を繰り越して執行することがで
きます。繰越明許費、継続費の逓次繰越など
があります。


